
大分県外国人材の受入れ・共生のための対応策（改訂） 

大分県外国人材の受入れ・共生のための対応策協議会 

令和６年３月 

 

第１章 協議会設立の背景 

 

本県の人口は、１９８５年の１２５万人から減少の一途をたどっており、２０

４０年には９６万人まで減少するとの分析もある。それに伴い、生産年齢人口も

減少しており、企業等の働き手不足が深刻化している中、県外を含む地域間・企

業間における人材の獲得競争が激しくなっている。 

そのような中、２０１８年１２月に国において「出入国管理及び難民認定法」

が改正され、新たな在留資格である「特定技能１号」及び「特定技能２号」が創

設された。 

本県に在留する外国人は２０１８年１１月時点で１２，３７０人※1、就労す

る外国人は２０１８年１０月時点で６，２５４人※2 であり、新たな在留資格

の創設でさらに増加していくことも想定されたことから、大分県としての対応

を市町村と一体的に検討していくため、「大分県外国人材の受入れ・共生のため

の対応策協議会」（以下、「協議会」という。）を２０１８年１２月２５日に設立

した。 

その後、２０２０年３月の新型コロナウイルス感染症に伴う入国制限の影響

により一時的に減少したものの、２０２３年６月以降は再び増加に転じている。 

 

※１ 出典：大分県調べ（平成３０年１１月７日時点） 

   最新データ：１５，２４９人（令和４年１２月３１日時点） 

※２ 出典：大分労働局「外国人雇用状況」届出状況まとめ（平成３０年１０月末時点） 

   最新データ：９，９８２人（令和５年１０月末時点） 

 

第２章 対応策の目的  

 

人口減少が進み、企業等の人材獲得競争が厳しくなる中、大分県は、外国人材 

から選んでもらえる県とならなければならない。そのために、県と市町村が足並 

みをそろえ、企業等が必要とする外国人材を適正に受入れ、日本人と外国人が安 

心して安全に暮らせる地域社会を実現することを目的として、「大分県外国人材 

の受入れ・共生のための対応策」（以下、「対応策」という。）を策定する。 

 

 



第３章 県の取組方針  

 

大分県中小企業団体中央会等との連携を通じて、企業等による外国人材の円

滑な受入れを支援する。また、県内在住の外国人の生活サービス環境の改善を図

るため、一元的な相談窓口の活用や多言語での災害情報発信など、県内全域的に

行うことがよりよい行政サービスの提供につながる取組を行う。 

 

（１）円滑なコミュニケーションと社会参加のための日本語教育等の取組 

○地域における日本語教室の体制の継続・充実を図るため、日本語教育環境整備

を推進する総括コーディネーターを配置し、日本語教室ボランティア人材の

スキルアップ及び新たな人材確保を図る育成研修を実施するとともに、日本

語教室ネットワーク会議による教室間の横の連携を図り、日本語教室の活動

の底上げを図る。 

○市町村等における日本語教室環境整備等の取組を支援するとともに、初級学

習者を対象とした日本語教室開設のための伴走型支援を行う。 

 

（２）外国人に対する情報発信・外国人向けの相談体制の強化 

○多言語に対応した、気象警報等のプッシュ通知、避難所開設状況・道路規制等

の情報提供や避難所までのルート案内等を行う、住民向け防災アプリの運用・

普及を行う。 

○災害時に「大分県災害時多言語情報センター」を設置し、災害時に必要な情報

を県庁ホームページやＳＮＳで多言語により県内全域に発信する。 

○外国人が生活に関わる様々な事柄について疑問や悩みを抱いた際に、適切な

情報や相談場所に迅速に到達することができるよう、国や市町村をはじめと

する関係機関と連携して、情報提供及び相談を行う一元的な窓口である「大分 

県外国人総合相談センター」を運営する。 

○災害時に外国人支援を行う市町村職員や通訳ボランティア等を対象としたセ

ミナーを実施する。 

○多言語コールセンターによる医療機関向け電話サービスを提供する。 

○ウェブサイト「おおいた医療情報ほっとネット」で、外国人対応が可能な医療

機関の情報を多言語で提供する。 

○結核予防対策について、監理団体等への啓発チラシの配布等により周知を図

る。 

○外国人住民からの相談対応や生活支援など外国人住民にとってのセーフティ

ネットの役割を担っている国際交流団体について、団体間の連携構築、事例・

ノウハウの共有を通じて活動の底上げを図る。 

○「やさしい日本語」の県内全域への拡大・定着のために、学習会等を開催する。



また、小中学校・高等学校・大学や観光業、医療・介護分野との連携等、多様

な分野との協働による「やさしい日本語」の活用を促進する。 

○「やさしい日本語」を活用したモデルプログラムの提示と事業支援を実施する。 

 

（３）ライフステージ・ライフサイクルに応じた支援 

○外国人児童生徒の教育担当者等への資質向上を図る研修会の開催等により、

県内在住の外国人児童生徒の教育環境整備を促進する。 

○帰国・新規転入外国人児童生徒の日本語教育環境を整備するため、日本語指導

のニーズの高い学校に指導員を派遣するとともに、指導員の養成研修を実施

する。 

○外資企業の大分への立地促進や経営者等の高度専門人材の受入れに繋げるた

めの教育環境整備を検討する。 

○留学生の県内定着を促進するため、「おおいた留学生ビジネスセンター」を拠

点として、留学生の県内就職・起業についての相談や情報提供などを行うとと

もに、留学生採用企業を開拓する。 

○インターンシップフェア開催等、インターンシップを希望する留学生と企業

のマッチングを支援する。また、インターンシップ生へ交通費等を支給した企

業に対して謝礼金を支給することにより、学生の参加と企業側の受入れを促

進する。 

○県外就職した元留学生の県内への転職促進に向け、東京等で転職相談会を実

施する。 

○監理団体や受入れ企業の要請に基づき、技能実習生向けに交通ルール等の講

習会を実施する。 

○「セーフティネット住宅」を活用した外国人を含む住宅確保要配慮者の民間賃

貸住宅への円滑な入居の促進及び公的賃貸住宅の有効活用を図る。 

○入居に関する支援や、寄り添った対応を行う不動産屋「住宅さがしの協力店」

の登録を促進する。 

○住宅確保要配慮者、大家、不動産関係者、福祉関係者、居住支援団体等の連携

体制を構築するため、市町村ごとの「居住支援ネットワーク会議」の開催及び

「居住支援協議会」の設立並びに運営を支援する。 

○大家や居住支援関係団体向けの理解醸成のためのセミナー開催や、関係団体

向け研修会等による啓発を促進する。 

 

（４）共生社会の実現に向けた意識醸成 

○人権啓発用冊子「支援者インタビュー集」のＷＥＢ公開等により、国籍・人種・

民族・ 宗教等の違いによる人権侵害が発生しないよう、異文化理解・多文化

共生の県民啓発を行う。 



○市町村や企業が開催する人権教育に講師を派遣し、正しい知識を県民に伝達

する。 

 

（５）外国人材の円滑かつ適正な受入れ 

○経済連携協定に基づき入国する外国人介護福祉士候補者を受入れた介護保険

施設に対して、日本語学習や介護技術の習得に関する費用について助成する。 

○外国人介護人材受入推進協議会を開催し、円滑な受入れ支援体制の構築に向

けた取組を検討する。 

○外国人介護人材受入施設が抱える疑問や悩みに対応するため、施設を訪問す

るアドバイザーを配置するとともに、施設で働く外国人を対象とした集合研

修を実施し、介護技術や日本語能力の向上を図る。また、受入施設におけるコ

ミュニケーション支援のための多言語翻訳機の導入費用や、日本語の学習支

援に係る教材の購入等の経費に対し助成する。 

○介護施設と外国人材のマッチングを支援するとともに、初めて外国人材を受

入れる介護施設等を対象に、受入れ準備に要する初期費用の一部を助成する。 

○将来の介護人材を確保するため、介護福祉士養成校が行う留学生確保に向け

た活動を支援する。 

○介護福祉士を目指す外国人留学生に対する奨学金給付の一部を助成する。 

○技能実習の適正・円滑な実施を促進するため、「大分県技能実習生受入監理団

体協議会」を通じ、県内監理団体の質の向上や情報共有を図る。 

また、県内監理団体の課題を解決するため、専門家・アドバイザーによる相談

体制を構築する。 

○技能実習生の受入れに興味を持つ県内企業と県内監理団体のマッチングを兼

ねたセミナーを開催する。 

○在留資格制度等に関するセミナーを開催して必要な情報を提供することで、

企業の適正な外国人材の受入れを支援する。 

○海外特定地域からの外国人材の効率的な受入れについて検討するため、大分

県外国人材アドバイザーを設置し、現地との連携を強化する。 

○ベトナム国クアンガイ省と締結した人材交流に関する覚書に基づき人材交流

等を進めていく。 

○海外在住外国人の情報源である SNS を活用して、大分県での仕事や生活に関

する様々な情報を定期的に発信する。 

○外国人労働者等が安心して働くことができる就労環境等を整備するための県

内企業等を対象とした補助事業を実施する。 

○外国人材の受入れ・定着を促進するため、農協等の実施する就業環境整備等へ

の取組や初期費用及びコミュニケーション促進のための取組等を支援する。 

○宿泊業における人手不足解消のため、ベトナムからのインターンシップ等を



活用した外国人材受入れに取組む事業者を支援する。 

○外国人材を含めた人材確保を支援するため、外国人材の活用事例やホテル系

専門学校生のインターンシップ受入れ促進に資するセミナーを宿泊事業者に

対し開催する。 

 

第４章 市町村の取組方針 

 

地域の実情に応じて、生活ガイドブックや防災マップ、ホームページの多言語 

対応など、外国人と日本人が共生していく、暮らしやすい地域社会づくりを進め

る。また、外国人が地域での暮らし方や地域の歴史を学ぶ研修会や日本人向けの

多文化交流活動など、地域の商工団体や企業等と連携して、外国人材に対する日

常生活上、職業生活上又は社会生活上の支援を行う。 

 

（１）円滑なコミュニケーションと社会参加のための日本語教育等の取組 

○日本語教室等の開催により、外国人のより円滑な意思疎通を支援する。〔大分

市、別府市、中津市、日田市、佐伯市、津久見市、豊後高田市、宇佐市、豊後

大野市、由布市、玖珠町〕 

 

（２）外国人に対する情報発信・外国人向けの相談体制の強化 

○生活ガイドブックや防災マップまたはガイドブック、ホームページ等の多言

語対応により、正確な情報提供を行う。〔大分市、別府市、中津市、日田市、

佐伯市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野

市、由布市、姫島村、九重町、玖珠町〕 

○災害時に多言語センターを設置し、県が行う災害情報の発信と合わせて、地域

における災害時に必要な情報を多言語で発信する。〔別府市、宇佐市〕 

○災害時に多言語対応のコールセンターを設置し、無料電話通訳サービスを提

供し支援する。〔大分市、宇佐市〕 

○行政文書や通知等についてフリガナ、やさしい日本語を用いた対応を全庁的

に進める。〔宇佐市〕 

○職員等を対象とした英語講座や、やさしい日本語講座等の開催により、公的施

設を訪れる外国人との円滑なコミュニケーションを支援する。〔別府市、中津

市、宇佐市〕 

○「大分県外国人総合相談センター」と連携して、外国人からの生活相談等に応

じる。〔大分市、別府市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、竹田

市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、由布市、国東市、姫島村、九

重町、玖珠町〕 

○外国人の困りごとへの対応や日本語支援のために、外国人職員を配置する。



〔大分市、中津市、佐伯市、豊後高田市、宇佐市〕 

○技能実習生からの就労や生活に関する相談に多言語の電話相談窓口で対応す

る。〔中津市、豊後高田市、宇佐市〕 

 

（３）共生社会の実現に向けた意識醸成 

○日本人向けに国際交流・多文化共生に係る講演会等を開催する。〔大分市、別

府市、中津市、宇佐市、豊後大野市〕 

 

（４）外国人材の円滑かつ適正な受入れ 

○企業等や地域住民、外国人の声を聴くなどしつつ、地域における実態把握に努

め、外国人材の受入れ環境整備に関する施策に反映させる。〔大分市、別府市、

中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後高田市、杵築市、

宇佐市、豊後大野市、由布市、国東市、姫島村、九重町〕 

○受入れ・共生に向けた課題の把握や取組方針を検討するため、事業所や関係機 

関を集めた連絡会等を開催する。〔中津市、臼杵市、津久見市、宇佐市〕 

○民間団体や地域団体等が行う国際交流・多文化共生事業を支援する。〔大分市、 

別府市、中津市、佐伯市、豊後高田市、宇佐市、豊後大野市、由布市〕 

○外国人と日本人が交流できるイベントの開催や参加を促進する。〔大分市、別

府市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、竹田市、杵築市、宇佐市、豊後大

野市、玖珠町〕 

○地域での暮らし方や地域の歴史を学ぶ研修会やバスツアーを開催する。〔中津

市、臼杵市、宇佐市〕 

○国際交流等の地域活動を行う留学生に対して、地域活動にかかる経費を助成

する。〔別府市〕 

○日本人従業員の外国人材に対する理解の促進を図り、多文化交流を活性化さ

せるための外国語教室を開催する。〔佐伯市、豊後高田市、宇佐市〕 

○監理団体である商工会に対して経費の助成を行うことにより、市内企業への

技能実習生の受入れを支援する。〔佐伯市〕 

○行政、商工会議所、民間企業で連携して監理団体を運営し、市内企業への技能

実習生の受入れを支援する。〔佐伯市、豊後高田市〕 

○外国人材の支援者を発掘・育成し、地域や監理団体等関係機関とのネットワー

クを構築する。〔豊後高田市、宇佐市〕 

○商工会や企業と連携し、新たな監理団体設置を検討する等、外国人材の受入れ

を支援する。〔竹田市、国東市〕 

○特定の自治区を指定し、多文化共生推進の取組を市の予算で実験的に実施す

る。〔宇佐市〕 

○外国籍住民の作文や、多文化共生啓発に関する記事を市報に掲載する。〔宇佐



市〕 

○行政手続等のコミュニケーション支援のため、本庁舎総合受付にオペレータ

ーによる３者通話が行えるタブレットを設置する。〔宇佐市〕 

 

第５章 対応策のフォローアップ 

 

対応策は、現時点の県及び市町村の今後の取組方針をとりまとめたものであ

る。協議会を毎年開催することにより、対応策に盛り込まれた施策の進捗状況を

把握するとともに、国における制度見直しの動向等外国人材を取り巻く状況を

注視しながら、必要な施策を随時加えて充実するようフォローアップを行い、外

国人材の受入れと共生に向けた環境整備を促進する。 


